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	 腰痛は国内外で最も多く見られる愁訴であり，身体面のみならず労働生産性の低下など社会的にも影響が大
きい問題である．また，腰痛には心理社会的因子の関与が大きいことがわかっている．近年，職場のメンタル
ヘルスにおいてネガティブな職業ストレスのみならずポジティブな心理状態と健康との関連が注目されてい
る．仕事に関連するポジティブで充実した心理状態はワーク・エンゲイジメントと称され，活動水準は高いが
仕事への態度が否定的であるワーカホリズムよりも健康状態が良好であることが明らかになっている．ワーカ
ホリズムと腰痛と関連を示した報告はあるが，ワーク・エンゲイジメントと腰痛との関連についての報告は見
当たらない．腰痛有訴割合が高く職業性ストレスが大きいといわれる保健衛生業において，ワーカホリズムや
ワーク・エンゲイジメントと腰痛の関連を明らかにすることが求められる．本研究の目的は，多様な有資格者
が従事する病院に勤務している労働者を対象として，ワーク・エンゲイジメントやワーカホリズムと腰痛有訴
割合との関連を明らかにすることであった． 
	 対象は，地方都市の中規模病院に勤務している 20 歳以上の労働者のうち，参加協力の得られた者とした．
調査方法は，腰痛や身体機能，生活習慣，就業環境，心理社会的な要因に関する内容はアンケート用紙にて，
筋力や筋肉量は測定機器を用いて評価した．解析は，ワーク・エンゲイジメントを測定する Utrecht Work 
Engagement Scale とワーカホリズムを測定する The Dutch Workaholism Scale を用いて各スコアの中央値で 4 分
割し，高ワーク・エンゲイジメント（WE）低ワーカホリズム（WH）群，低 WE 低 WH 群，高 WE 高 WH 群，
低 WE 高 WH 群の 4 群をカイ二乗検定で腰痛有訴割合を比較した．そして，目的変数を腰痛の有無，説明変
数を上記の 4 群とし，性・年齢，身体機能的因子，生活習慣因子，就業環境因子，心理社会的因子を調整変数
としたモデルを作成し，多変量ロジスティック解析を実施した．さらに，性（男性，女性），年代（20-39 歳，
40-59 歳），職種（医療職，非医療職）の層別化解析を実施した． 
解析の結果，腰痛有訴割合は高 WE 低 WH 群で最も低く，多変量ロジスティック回帰分析のすべての調整
因子を投入した最終モデルで，高 WE 低 WH 群に対して他の 3 群はいずれも腰痛有訴リスクが有意に高かっ
た（オッズ比［95%信頼区間］：低 WE 低 WH 群 1.77［1.05-2.98］，高 WE 高 WH 群 2.01［1.19-3.37］，低 WE
高 WH 群 2.33［1.32-4.09］）.層別化解析の最終モデルの結果，女性と医療職のすべての群においてのみ統計的
に有意な関連が認められ，低 WE 低 WH 群，高 WE 高 WH 群，低 WE 高 WH 群の順に腰痛有訴リスクが高く
なることが示された． 
	 ワーク・エンゲイジメントが高くワーカホリズムが低い群は他の群に比べて腰痛有訴割合が低く，ワーカホ
リズムが高くてもワーク・エンゲイジメントが高ければ腰痛有訴リスクは低くなることが示された．ワーカホ
リズムの状態が同程度であっても，ワーク・エンゲイジメントの状態で腰痛有訴割合が異なった要因としては，
ワーク・エンゲイジメントの構成概念に身体的健康と関連のある活力が含まれ，その活力はワーカホリズムに
はない要素であるため，ワーク・エンゲイジメントの概念が不可欠と考えられる．仕事のストレスなどの就業
環境への対策を含め，病院に勤務する労働者の腰痛発症や遷延化の予防に向けたプログラムを検討する上で基
礎資料として活用できるものと考える． 
	 本研究では，病院に勤務する労働者において，腰痛有訴リスクを検討する際にはワーカホリズムだけでなく，
ワーク・エンゲイジメントへの配慮が必要であることが示唆された． 
